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　　�　前史：修正４条の保障する実体的価値
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　　�　「プライバシー」と「財産」

　　�　小括（以上，本号）

　２．　修正４条の解釈準則

　３．　実体的権利と適法性判断基準

�　憲法３５条の保障利益と解釈準則

�　結　び

�　問　題　の　所　在

　問題意識　本稿は，刑事訴訟法における無令状捜索押収の解釈問題を，

アメリカ合衆国の修正４条の議論を参照しつつ，憲法３５条との関係で解決

することを目的とする。憲法３５条の文言に基づき，通常，捜索押収を行う

にあたっては，「司法官憲」即ち裁判官の発付する令状が必要とされる。こ

の令状主義を採用したことについての一般的な説明として，現行刑訴法は

令状の発付権限を裁判官に委ねることによって，司法によるコントロール

（司法的抑制）を捜査官に及ぼし，捜査の適正性を担保しようとするもの

とされる１）。しかし，現行法の捜索押収の中には，令状主義による司法的
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無令状捜索押収と適法性判断　� 
――憲法３５条による権利保障――

緑　　　　　大　　輔�

�１）　代表的な教科書での説明として，田宮裕『刑事訴訟法』（新版，有斐閣，１９９６　
年）４４頁，松尾浩也『刑事訴訟法・上』（新版，弘文堂，１９９９年）３６頁など。また
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修道法学　２８巻　１号

抑制に服していない領域―無令状捜索押収―も同時に存在する。

　憲法３５条は「第三十三条の場合」として逮捕の場合を令状主義の例外と

して規定し，それを受けて刑訴法も２２０条で逮捕に伴う無令状捜索押収を規

定している。また，刑訴法２２１条では「領置」について定め，被処分者の同

意が存在する場合には，当該物を押収することを認めている。このように

現行法自体，一定の範囲で「無令状捜索押収」の領域を設定している。ま

た，近時では合衆国の判例に倣って，無令状捜索押収として，いわゆるプ

レイン・ヴュー法理や自動車例外についても，解釈論ないし立法論として

採用することを主張する論者も見られる２）。これら処分に通底する特徴は，

令状という司法的抑制が欠如しているという点である。

　かつて，鴨良弼は，刑事手続上，「裁量権」とりわけ「警察裁量」が「問

題となる余地の残されている手続領域」であるとし３），その例として逮捕

に伴う無令状捜索押収を挙げて「注意すべき危険な領域」と評した４）。この

指摘は，事前の司法的抑制の作用しない場面においては，捜査機関の現場

裁量が大きくなりうる点で，正鵠を射たものであろう５）。この鴨の問題意
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　令状主義を扱った比較的最近の論稿での説明として，後藤昭「強制処分法定主義
と令状主義」法学教室２４５号（２００１年）１０頁，堀江慎司「令状主義」法学教室２６８
号（２００３年）１４頁以下，１５頁など。
�２）　プレイン・ヴュー法理とは，適法な捜索に着手している場合，その際に発見さ
れた他罪の証拠物については無令状で押収することが許されるとの理論。例えば，
酒巻匡「いわゆる「緊急差押」について―「プレイン・ヴュー（���������	）」法理
の検討」松尾浩也ほか『内藤謙先生古稀祝賀・刑事法学の現代的状況』（有斐閣，
１９９４年）４３１頁以下参照。導入を主張する論者として，渥美東洋『刑事訴訟法』（新
版補訂，有斐閣，２００１年）９６頁以下など。また，自動車例外とは，被疑事実に関す
る証拠物が自動車内にあると考える相当な理由が存在する場合，無令状で自動車
内を捜索することができるとの法理。立法論として主張する論者として，洲見光
男「自動車に対する無令状捜索・差押の適法性」判タ８０２号（１９９３年）５１頁以下など。
�３）　鴨良弼『刑事訴訟法の基本理念』（九州大学出版会，１９８５年）３１頁以下，３７頁。
�４）　同前４２頁。
�５）　ここでいう「裁量」とは，捜索押収について適用すべき規準が，令状の欠如に
より機械的には適用され得ず，捜査官の判断の行使が必要とされる状態を指す。
ロナルド・ドゥオーキン著・木下毅ほか訳『権利論』（木鐸社，１９８６年）２７頁。
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識は，現在においてもなお重視されるべきだと思われる。

　無令状捜索押収の場面においては，通常保護されている利益が，事前の

司法審査を欠く状態で，つまり第三者による審査を経ることなく，制約や

侵害にさらされることになる。そこでは，通常捜索押収の場面以上に先鋭

的に，その利益の特質が現れてくるのではないか。つまり，無令状捜索押

収の場面では，実体的な利益が，事前司法審査による捜査機関への授権を

前提とせずに，捜査権限を行使する利益と衡量されることになる。そのた

めに，通常捜索押収の場合よりも，本来捜索押収を受けない自由として保

障されている実体的な利益の内容が明らかになるのではないか。本稿が「無

令状」捜索押収を取り上げる所以はここにある。

　しかも，このように，無令状捜索押収は「注意すべき危険な領域」の問

題であるにも関わらず，従来の学説は，同意捜索・領置，逮捕に伴う無令

状捜索押収，自動車例外，プレインヴュー法理といった無令状捜索押収の

各場面において，別個ばらばらに規範を立てて対処する傾向があったよう

に思われる。従来の学説は，憲法３５条が実体的権利として保障する利益の

内容と，刑訴法の無令状捜索押収関連規定の解釈準則との関係を，充分に

結合して検討してこなかった。この検討を欠いていたために，無令状捜索

押収を一貫した問題として検討してこなかったのではないか６）。「憲法上保

障される利益」と「無令状捜索押収の適法性を判断するための基準」とい

う両者を結合させた場合，いかなる解釈準則が憲法３５条の下で採用される

のか，それを明らかにすることが目的となる７）。

　従って，本稿では憲法３５条の保障する利益を分析した後，その利益の保
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６）　このような視点を持っていたかも知れない研究として，渡辺修「修正４条とプロ
パティー概念，プライバシー概念」神戸学院法学１４巻２号（１９８３年）２０７頁以下に
おける紹介がある。しかし，「法形式主義」と「法現実主義」という観念的な対立
軸を示すにとどまり，実際に捜索押収に適用しうる具体的な解釈基準の提示には
至ってない。
�７）　三井誠「人身の自由と刑事手続」ジュリスト１１９２号（２００１年）１３２頁以下，１３５
頁は，「憲法三一条以下の刑事人権規定の構造的・分析的検討」が望まれるとする。
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修道法学　２８巻　１号

障のためには，どのような解釈基準を刑訴法において採用すべきなのか，

憲法３５条から演繹的に導くことになる。結論の一部を先取りすることにな

るが，本稿は，憲法３５条の捜索押収についても，従来憲法学で用いられて

きた「合憲性判定基準」を用いる必要があると考えている。従って，刑訴

法解釈のための準則は，本稿においては「合憲性判定基準」，憲法に反し

ないための解釈準則という形で導かれることになる（この考え方について

は後で検討する）。

　なお，同意捜索・領置を取り上げるとすれば，我が国で任意処分と強制

処分の区別の問題として議論される職務質問に伴う所持品検査も問題とな

りうる。実際，合衆国では修正４条の射程内の問題として議論されている。

しかしながら，職務質問に伴う所持品検査は，その行為の性質として，行

政作用であるのか司法作用であるのかが明確ではない。合衆国では行政作

用であるか司法作用であるかを問わず，修正４条の問題として扱われてい

るが，そのような扱いが可能である一因として，修正４条が第一文で「不

合理な捜索・押収」を禁じるという規定形式を採用しており，令状主義の

採用の宣言に加えて，令状を通常用いない行政作用としての捜索・押収行

為にも規制を及ぼしやすい文言であることが考えられる。しかしながら，

合衆国の修正４条よりも明確に令状主義を宣言し，「不合理な捜索・押収」

を一般的に禁止する規定形式を採用していない日本でも，合衆国と同じよ

うに憲法３５条の解釈論として行政作用に関わりうる行為を扱うことが適切

か否かは，別途検討する必要がある。すなわち，職務質問やそれに伴う所

持品検査について，憲法３５条も問題として扱うべきか否かについては，行

政調査と憲法３５条の関係なども本来は検討する必要があるように思われる

（行政作用の側面については，行政法学で培われてきた法原則との関係も

考慮する必要がある）。本稿では，問題の所在を明確にするために，司法

作用と行政作用の関係については扱わず，司法作用であることが明確であ

る無令状捜索押収の問題にしぼって検討することにしたい。そのため，職

務質問に伴う所持品検査については，ここでは扱わない。司法作用と行政
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作用を踏まえた体系化は，別の機会に行うこととしたい８）。

　なぜ「アメリカ合衆国」なのか？　さて，本稿では無令状捜索押収に関

わる合衆国の判例及び学説を素材に検討する。その理由は二点ある。第一

に，合衆国憲法の修正４条は，我が国で令状主義について定める憲法３５条

の制定の際に参考にされた条文であり，いわば母法といえる９）。修正４条

をめぐる議論は，憲法３５条及びその下位法としての刑訴法の解釈に有益な

示唆を与えてくれるはずである。第二に，無令状捜索押収をめぐる日本の

学説は，これまで合衆国の議論の影響を強く受けてきた。例えば，逮捕に

伴う無令状捜索押収をめぐる学説は，管見の限りでは平野龍一が合衆国判

例を援用してきたことに端を発する。また同様に，プレイン・ヴュー法理，

自動車例外も，合衆国判例の影響を強く受けて展開されている議論である。

これらの議論を憲法３５条で保障しようとする利益を基に結合し，再定位す

るためには，合衆国の判例・学説の理解を深めるところから議論をしてい

く必要があるだろう。

　次に，合衆国判例を素材として，何を明らかにすることにより，解釈基

準を導こうとするかが問題となる。

　この点について，本稿では，�まず合衆国憲法修正４条がどのような利

益を保護しようとしているのかを明らかにすることから議論を出発したい。

修正４条が保護しているのは，令状審査による手続の適正性担保という，

いわば手続的権利のみを保障するための条項であるのか，それともプライ
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�８）　権限行使の現場裁量の大きさという点では，行政調査も間接強制を通じて無令
状で行われるため，同じく問題になりうる。行政調査については以下の論稿が合
衆国判例を紹介している。高井裕行「非刑事手続における修正四条の射程と適用
―合衆国最高裁アクトン判決を素材として」榎原猛ほか編『国法学の諸問題・宮
田豊先生古稀祝賀』（嵯峨野書院，１９９６年）３４９頁以下，洲見光男「行政捜索と修正
四条―事業所への立入り検査を中心として」『西原春夫先生古稀祝賀論文集第四巻』
（成分堂，１９９８年）７５頁以下，曽和俊文「行政調査とプライバシー保護」現代刑事
法５巻５号（２００３年）５７頁以下。

�９）　高柳賢三ほか編著『日本国憲法の制定過程―連合国司令部側の記録による―�
原文と翻訳』（有斐閣，１９７２年）ほか。
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修道法学　２８巻　１号

バシー権などの実体的な権利も同時に保障するための条項なのか（前者の

場合は，プライバシー権等の実体的権利は修正１４条などの別条項で保障さ

れると理解することになるだろう）。実体的権利も保障しているとすれば，

その内容はどのような権利保障なのか。�そして，この理解の分岐が，無

令状捜索押収の場面でどのような帰結を解釈上もたらすことになるのか。

後述するが，近時の合衆国連邦最高裁の判例の傾向は，捜査官にとってわ

かりやすい規範の明示を志向する，いわゆる「明白なルール ���������	
�

����」を採用しているとされる。このようなルール明示重視の志向は，修正

４条の保障利益への理解とどのように関わるのか（整合的なのか）。また

このルール明示重視の志向には問題がないのか。あるとすれば，どのよう

な問題なのか。

　これらについて合衆国の判例・学説を素材に検討する。その上で，合衆

国の議論から得られた知見を比較参照しつつ，日本国憲法３５条の保障する

利益と，解釈準則との関係について検討したい１０）。そして，この検討の中

から，日米における裁判所の役割への期待の相違も見えてくるであろう。

　「差し当たり」の定義　さて，本論に入る前に，議論を円滑に進めるため

に，多義的な用語の意味について「差し当たり」の定義を与えておきたい

と思う。

　「財産権」「プライバシー権」　上記の文章中，既に何回か，「財産権」「プ

ライバシー権」という用語が登場した。この二つの用語は，講学上多義的

な意味を付与されているが，本稿では差し当たり，以下のような意味を与

えておきたい。

　「財産権」とは，所有権のみを差す狭い意味ではなく，民法でいうとこ

ろの財産法上の利益一般を指すものとして用いる。英米法で言うなら，当

該利益侵害が民事不法行為����������として構成しうるような内容を指す。

　そして，「プライバシー権」とは，合衆国では自己決定権も含むものとし

―　　―���

１０）　渥美・前掲注（２）５９頁は，捜索押収に通底する解釈基準を求める点で，本稿
と問題意識を同じくする面もある。渥美説への評価については後述する。
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てしばしば理解されるが，本稿では捜索押収を対象としたものである以上，

そのようには理解しない。「被処分者が情報コントロールを行う権利」とし

て用いる。なお，学説上は「一人で放っておいてもらう��������������権利」

という定義も存在するが，少なくとも本稿においては「被処分者が情報コ

ントロールを行う権利」という意味で読み進めて問題は生じない。

　もっとも，無令状捜索押収について各論的な分析を行う中で，これら定

義は修正を迫られていくはずである。より詳密にその権利の内容は説明さ

れ，また合衆国と日本の間でも権利の内容に相違が見られることになるだ

ろう。この点については，稿を改めて検討したい。従って，上記の定義は

あくまで「暫定的」なものであることを，確認しておきたい。

　「実体的権利」「手続的権利」　また，本稿ではしばしば「実体的権利」，

「手続的権利」という言葉が登場する。「手続的権利」とは，憲法３５条や修

正４条によって規定されている，裁判所による司法審査を経て，捜索押収

対象が特定されている令状による捜索押収を求める権利を指す。これに対

して，「実体的権利」とは，令状手続のような手続過程そのものの保護で

はなく，財産権，プライバシー権といった実体的な利益を指す。

�　わが国の問題状況の概観

　日本国憲法３５条では，どのような利益が，考慮する対象となっているの

であろうか。この点について検討し，そこから無令状捜索押収の解釈準則

を導き出すことが，本稿の目標である。我が国の学説については本稿の後

半で詳しく分析するが，我が国の議論の大枠を先に理解しておくことは，

合衆国の議論を見ていく上でも理解に資すると思われる。本論に入る前に，

まずは憲法３５条がどのような利益を保障していると認識されているのか，

主要な憲法学説を確認する。

　日本の代表的な憲法の教科書は，３５条について「通信の秘密と並んで私

生活の自由ないし広義のプライバシーの権利の一つを構成するものと解す
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修道法学　２８巻　１号

ることもできる」と述べ１１），あるいは「３５条の主要な目的はプライヴァ

シーの保護にある」と述べるように１２），憲法３５条は実体的なプライバシー

権の保護にあるという理解を示す（以下，実体的権利保障説と呼ぶ）１３）。

　他方で，憲法３５条はプライバシー権のような実体的権利の保障を主要な

目的としているのではなく，むしろ令状審査を請求する権利というべき手

続的権利のみを保障しているものと主張する見解が存在する１４）。それは，

憲法３３条及び憲法３５条が，自由を剥奪する手続として令状主義という「制

度の確立」を主要な目的としており，市民の自由の「剥奪」が正当化され

るための手続的要件を定めているものだという。そのため，憲法３３条，３５

条の手続的要件を国家は満たさなければ，市民の自由を制約することがで

きず，また市民の側は３３条３５条の手続的要件を欠いた権利侵害に対しては

排除を請求できる，という。このように憲法３５条を「手続法的な請求権」

と見ることで，「自由のありように考察の重点を置くのではなく」，手続制

度の在り方に考察を集中すべきであるという。

　この見解には，手続条項たる３５条で，実体的な自由を保障対象として理

解すると，「公共の福祉」によって自由を制約することを認めることにつな

がり，手続の例外を幅広く認める素地をつくってしまう，という問題意識

がある（以下，手続的権利保障説と呼ぶ）。

　また，通説がプライバシー権のみに関心を向けている点を問題視し，実

体的権利のみならず令状審査という手続的な権利も同時に３５条が保障して

いると説明する見解も存在する。すなわち，住居の自由という実体的権利

自体がまず憲法３５条で保障されているとした上で，同実体的権利の保障を

解除する刑事手続について，令状主義を定めることで手続的保障を明示し

―　　―���

１１）　芦部信喜著，高橋和之補訂『憲法』（第三版，岩波書店，２００２年）２２７頁。
１２）　長谷部恭男『憲法』（第三版，新世社，２００４年）２６４頁。
１３）　他に同様の理解を示すものとして，辻村みよ子『憲法』（日本評論社，２０００年）
２９７頁など。
１４）　奥平康弘『憲法�』（有斐閣，１９９３年）２９８�３００頁。
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ていると主張する１５）。もっともこの論者は，憲法３５条の制定経緯を分析す

る中で，「実体的権利」とは，「住居の不可侵」の権利であるとしているが，

その内容は必ずしも明確ではなく，またプライバシー権と同権利の関係も

明らかではない。

　いずれにせよ，このように憲法３５条を実体的権利及び手続的権利の双方

を保障したものとして説明する見解も主張されている１６）。

　これら諸見解についての評価は後に行うことにするとして，ここで確認

しておきたいことは，上記諸見解は，従来，必ずしも充分に無令状捜索押

収の問題と結びつけて主張されてこなかった点にある。しかし，本稿では

以下，憲法３５条の保障する利益をどのように理解するかが，無令状捜索押

収の刑訴法解釈などにも大きく影響するのではないか，という問題意識で

分析することを試みたい。３５条が手続的権利保障のみを念頭に置いている

のか，それとも実体的権利の在り方も念頭に置いているのか。実体的権利

を念頭に置くとすれば，その権利の内容はどのようなものなのか。そして

これらの理解は，どのような解釈準則を導くのか。本稿の目標は，これら

の問題の解決を目指すという点にある。

　以下では，上述のような日本の学説状況を踏まえて，憲法３５条の保障利

益をどのように理解すべきなのか，それが無令状捜索押収の解釈準則にど

のように関係するのか，を検討する。そのために，まずは合衆国憲法の修

正４条の保障する利益，そしてその解釈準則についての議論を検討する。

その上で，上述した日本国憲法３５条の保障する利益について，より詳細に

分析検討し，上記で紹介した各学説の評価についても触れる。最後に，保

障利益の内容を踏まえて憲法３５条から無令状捜索押収に関する刑訴法上の

適法性を判断するための解釈基準を導きたい。

―　　―���
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１５）　大石眞「憲法３５条解釈の再構成」法学論叢１３６巻４＝５＝６号（１９９５年）１６５頁
以下，１８９頁。

１６）　教科書で主張しているものとしては，松井茂記『日本国憲法』（第二版，有斐
閣，２００２年）５０８頁以下。
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Ⅲ　合衆国憲法修正４条における保障利益と解釈準則

　以下では合衆国の保障利益をめぐる判例・学説の展開を追うとともに，

修正４条下の捜索押収の適法性（合憲性）判断基準との関係について検討

する。

　まず，合衆国修正４条の保障する利益の実体についての議論を追う。そ

の上で，修正４条の下で無令状捜索押収の適法性（合憲性）を判断するた

めの解釈準則（合憲性判定基準）についての議論を追い，修正４条の保障

する利益との関係ではどのような解釈が適合的と考えられているのか，確

認したい。ここで注意すべきは，合衆国判例では，無令状捜索押収は端的

に「修正４条違反か否か，合憲か否か」という問題意識で議論されている。

従って，ここでの議論は自ずから，当該無令状捜索押収の合憲性を問うこ

とになる。

１．　合衆国憲法修正４条の保障利益

�　前史：修正４条の保障する実体的価値

　合衆国憲法の修正条項は１７９１年に成立した。その時から現在まで，修正

４条は改正されることなく維持されてきている。修正４条の条文は，以下

の通りである。
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　不合理な捜索及び逮捕・押収に対してその身体，住居，書類及び所持品
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が保障されるという人民の権利は侵されてはならない。また令状は，宣誓

または確約によって裏付けられた，相当な理由に基づいて，かつ，捜索さ

れる場所及び押収される人又は物を特定的に記述していない限り，発せら

れてはならない（松井茂記訳）１７））。

　合衆国の修正４条は，第一文で「不合理な捜索押収」を禁じ，第二文で

は特定性のある令状が発付されなければならない旨を規定する。この条文

は，どのような利益を保護するために，設けられたのであろうか。まずは

この修正４条の制定の背景を確認することで，修正４条が保護しようとし

ていた価値・利益を明らかにしたい（もっとも，本稿は歴史の分析を主た

る関心事としているわけではないため，必要最小限の記述に限る）。

　�　イングランドにおける令状

　令状という形式による捜索押収行為自体は，周知のように合衆国建国

以前のイングランドにおいて既に採用されていた。１６０４年のセマイン判

決では有名な法諺である「��������	
���
�����������������」が確認されて

いたものの１８），国王の令状を執行する場合や，逮捕する場合（この場合

は無令状）には１９），官吏は市民の住居に立ち入ることができた２０）。また，

司法機関による要件審査を欠いた令状がしばしば用いられた。この令状

は，捜索場所等の特定を欠いたものであり，「一般令状���������������	」

と呼ばれる。この一般令状は，とりわけ１５世紀から１７世紀の絶対王政期

には，言論を封殺するべく，宗教的政治的反対者を摘発するために用い

―　　―���
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１７）　松井茂記『アメリカ憲法入門』（第五版，有斐閣，２００４年）３３７頁。
１８）　���������	
�����５����������	
�９１���７７�����������１９４（�����１６０４）��
１９）　重罪事件の逮捕の場合には，追呼 ���������	
と呼ばれる無令状捜索が為され
た。被疑者の身体確保，逮捕執行者の身体の安全確保，被疑者による証拠破壊の
防止などが目的だったようである。����������	���
�����
��
����������３３９������５６
（１９５０）������７２（���������	�
��

����	�����）
２０）　�������������������������������������������������������������������	
�
������������������������（１９９６）������１１９９�
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られたという２１）。清教徒革命以後も，反政府活動の取締りや徴税のため

に一般令状が用いられ，批判が高まった２２）。この批判を受けて，裁判所

は，市民による官吏への賠償請求事件である１７６３年のウィルクス判決２３）

及び１７６５年のエンティック判決２４）において，一般令状を市民の自由を破

壊するものとし，当該捜索差押えを違法と判示した。この中で，ウィル

クス判決は，捜索押収への規制が他の自由権保障のための前提となるこ

とを如実に示す。

　ウィルクス事件は，政府の物品税課税に反対した庶民院議員ウィルク

スに対して，国務大臣が扇動的文書罪を根拠に一般令状を発付し，執行

官が同令状に基づいてウィルクス他４８名を逮捕するとともに，多数の書

籍及び文書を押収した事件である。これに対するウィルクスらの損害賠

償請求の訴えに対して出された判決の中で，一般令状の執行が「王国内

のあらゆる人民の身体及び財産に対する侵害を生じうるものであり，被

処分者の自由を完全に���������破壊してしまう」と判示している２５）。

　ここで注目すべきは，一般令状が言論の封殺，宗教的政治的反対者の

摘発，徴税という政府の権力行使と密接に関わる形で用いられている点

である。即ち，言論の自由，表現の自由，信教の自由，財産権など諸々

の価値を制約するために濫用され，批判を浴びたという経緯は，充分に

留意しておく必要がある。そして，ウィルクス判決が，一般令状による

―　　―���

２１）　����������	
���

�	�����������	��
���
���	����������
�
�����������������	�
��������（��������	
�����
��）（１９９０�����������	
����
������
	�
����
�������
������）������５０���　����������������������������������	
������������	�
	����
��������������������������������������������������（１９３７）������３８�３９����������
������������������������������������������������	��
�������������������

�����１（３��������１９９６）���３�４�　井上正仁「令状主義の形成過程」司法研修所論
集１９９７年�号２００頁以下，２０３�２０８頁参照。
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捜索押収が人身・財産などの自由権を「完全に破壊」してしまうという

認識を示している点は，注意すべきである。

　�　植民地における令状と各州／邦の権利章典

　イングランドでこのように一般令状への風当たりが強まる中，アメリ

カ大陸各植民地は本国の法制に従い，当局は「援助令状���������

����������」を用いて捜索を行っていた。この援助令状は，清教徒革命後

から用いられたものであり，法禁物や密輸品に対する捜索差押えを行う

手段として，あらゆる住居への立入りを認め，また被処分者に対して令

状執行者への協力を義務付ける内容を有していた。しかも，令状発付の

根拠となる嫌疑の存在について審査されていなかった。

　しかしながら，ウィルクス判決，エンティック判決が出された時期は，

アメリカ大陸各植民地が自治権の獲得のために動いていた時期でもあっ

た。そのため，自治の阻害要因になりうる上記のような審査制度に対し

て疑義が示された２６）。そして，自治の制約となりうる援助令状に対する

批判として，イングランドのクック卿らによる一般令状批判の主張が各

植民地にもたらされたのである（クックは，イングランドのコモンロー

に照らしても，令状発付のためには特定性と嫌疑の存在が必要なはず，

という主張をしていた）２７）。以上の出来事は，アメリカ大陸各植民地が

権利宣言を出す直前であった。そのため，各植民地権利宣言及び合衆国

―　　―���
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２６）　マサチューセッツ州など早いところでは，ウィルクス判決がイングランドで出
される以前である１７５０年前後から，援助令状への批判は為されていた。例えば，
援助令状について，�１７５５年にチャールズ・パクストン ��������	�
��
がマサチュー
セッツ州上位裁判所に訴願し，訴えを退けられている。また，後年マサチューセッ
ツの権利宣言を起草することになるジョン・アダムズ ��������	
は援助令状を
「自由を制約するもの」として批判し，先例などの分析から，より特定された令状
こそが必要である旨の文章を作成している。�������������������������������������
�����������������������������������������������（１９９７）������２５０�２５２�
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憲法修正４条は，その制定に際して一般令状批判の主張の影響を強く受

けたと言う２８）。この理解が正しいとすれば，合衆国憲法修正４条は，一

般令状による種々の権利制約を防止するという意図の下で，制定された

ことになる。

　１７７６年独立宣言と同年，ヴァージニア，デラウェア，メリーランド，

ペンシルバニアなどいくつかの邦�������で早くも権利宣言が出された２９）。

各邦の文言の微妙な相違から，捜索押収について何を一番の問題と考え

ていたかについて，微妙なスタンスの違いを読み取ることができる。

　例えば，権利章典制定に関わることになるベンジャミン・フランクリ

ンらがいたペンシルバニアの権利章典では，次のような規定が設けられ

た。

　������������	�
	����������
������
����������	��
�	������
����	�	��

����������	��
������
����������

�������������	
������
������������

������������	
���
��	��
�������
���
����������	
���	��
�
����	������������

����������	��
	���
�	���	���
���	�����������������		�
������
����

�����������	�	�
��	���
�����	������������������	
�������	�
�������

�������������������	
������	�
����������������	
����
�
���������������
���

�������������	����
�	�����
����	���������������	��
�３０）

　この条文は，第一文で捜索押収に対して，人身，住居，文書，所有物

�����������を自由に保持する一般的な権利について保障し，第二文で令

状の形式について，捜索押収対象の特定など所定の手続を要求する旨を

規定する（１条ではこれとは別に財産権が保障される旨が規定されてい
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２９）　以下，各邦の権利章典条文については，�����������������（２６）������２３４�２３５�
３０）　����������������������������１７７６�����������������������（２６）������２３５�

���（���）



る）。このようなペンシルバニア形式の規定方法は，ヴァーモント，マサ

チューセッツ及びニューハンプシャーで採用された。

　他方で，ヴァージニアの権利章典では次のような規定が設けられた。
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　一読してわかるとおり，この規定は，ペンシルバニア形式と異なり，

一般令状の禁止のみを念頭においている。即ち，手続的規制の適正化の

みを文言上定めていると評することが可能であろう（財産権など実体的

権利に関しては１条で別途規定している）。このヴァージニア形式の規定

方法は，他にもノースカロライナ，デラウェア，メリーランドで採用さ

れた。

　以上の各邦�������の権利章典の制定状況を確認すると，ペンシルバニ

ア形式は第一文で人身，住居，文書，所持品を自ら保持する権利を一般

的に定めた上で，令状における捜索押収対象の特定性・嫌疑の存在の必

要性を求めているのに対し，ヴァージニア形式は一般令状の禁止のみを

定めている。純粋に手続的権利保障のみを規定するのであれば，ヴァー

ジニア形式の規定方法も充分にありえた。それにもかかわらず，ペンシ

ルバニア形式では純粋に手続のみを規定する形式ではなく，その前に人

身や住居などを各人が保持する権利を承認する形式を採用しているので

ある。このようにペンシルバニア形式の規定方法の文言の意味，ヴァー

ジニア形式との文言の相違を考えるのであれば，次のように評価するこ

―　　―���
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３１）　��������������������	
���������������６��１７７６������������������

���（���）



修道法学　２８巻　１号

とが可能ではないか。即ち，これはペンシルバニア形式が令状手続の厳

格化と同時に，実体的権利の保障も同じ条文で実現することを志向して

いたのに対して，ヴァージニア形式は捜索押収に関する規定においては

令状手続のみの厳格化（手続的権利保障）を志向していた，と。

　修正４条の制定前に，捜索押収を規制する条項の定め方として，この

ように二つの形式が既に示されていたことには留意しておく必要がある。

　�　合衆国憲法修正４条

　では，合衆国憲法修正４条はどのように制定されたのであろうか。

１７８１年に，各邦�������が緩やかな連合を形成する連合規約が締結され，そ

の後，１７８３年にアメリカ合衆国として独立した。この独立を受けて，連

合規約下で連邦政府に権限がほとんどないことに不都合が生じたため，

１７８７年，連邦規約改正のための憲法会議が開かれた。この会議中，連邦

と州との間での権限配分をめぐって熾烈な対立が生じ，権利章典自体も

合衆国憲法に定めるべきか，州憲法に委ねるべきかで議論が為されたが，

結局，フェデラリストが主張する強力な連邦政府の設置を承認する代わ

りに，その手足を縛るための権利章典を合衆国憲法中に設けることにな

る３２）。

　権利章典は憲法の修正条項として設けられることになり，１７８９年６月

８日，ジェームズ・マディソン����������	�
��が草案を提出した。

　���������	�
��������
�
���
����	����������������	��
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����������
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―　　―���

３２）　このときの議論の様子は，邦語文献では，��ハミルトンほか『ザ・フェデラ
リスト』（岩波書店，１９９９年）や中野勝郎『アメリカ連邦体制の確立』（東大出版
会，１９９３年）に詳しい。

���（���）
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	��３３）

　一文で規定する形式になっているものの，まず一般的に不合理捜索押

収によって，「人身，住居，文書，その他の財産」が侵されない旨を規定

し，次いで令状における捜索押収対象の特定性・嫌疑の存在の必要性を

求めている。これは実質的には先ほど確認したペンシルバニア形式の規

定方法である（より厳密に言うなら，ペンシルバニア形式に分類できる

マサチューセッツの権利章典に酷似した文言を採用している）。マディソ

ンが草案を作成する段階では，ヴァージニア形式を選択する余地は充分

にありえた。というのも，修正５条にも私有財産や自由を保障する文言

は別途存在しており，実体的権利保障を修正４条でまかなわない方法も

ありえたからである。しかし，マディソンは令状の手続方法のみを規定

する形式を選択せず，より一般的に「人身，住居，文書，その他の財産」

の保障を明言する形式を選択したのである。

　この後，６月２８日，「����������	�
���	���
��
��
�
���	����������」が削

除された案が下院委員会で討議に付されたが，８月１７日にベンソン�

������（ゲリー�������が提案したともいわれる）の提案で「宣言的な

意味」で「����������	
������

��
�	��
�������
������」という文言が元

の場所に挿入された。この過程は興味深い。というのも，マディソン案

から「����������	�
���	���
��
��
�
���	����������」が削除されると，前

半部分は，実体的権利である「人身，住居，文書，その他の財産」が侵

されないことが，マディソン案よりも明確に示されるからである。しか

も，「����������	
������

��
�	��
�������
������」という文言が元の場所

に挿入された理由が「宣言的な意味」であることからすれば，前半部分

の重点は実体的権利が制約されないことにあったことが読み取れる。

　さらに，同時に「����������	�
		�
��」３４）の部分につき，「�������

―　　―���
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３３）　�����������������（２６）������２２３�
３４）　既に下院委員会に付された時点で，マディソン案の「����������	�������」とい �

���（���）
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�����������		�
����」に文言を変更する提案もなされた。「����������	�

�������」という文言に反対した理由として，ベンソンが「不充分 �������

���������	�
��」と考えていたというが，その具体的な意味は明らかでは

ない３５）。この提案は否決されたが，なぜか上院に回付される際には採用

されており，そのまま可決されるに至っている３６）。いずれにせよ，これ

により修正４条は第一文と第二文に分割されることになり，後年の議論

の種となった３７）。第一文が「不合理な捜索押収」を禁じるのに対し，第

二文が令状取得要件を規定しており，この両者の関係が，�令状に基づ

く捜索押収を「原則」とする趣旨として理解する見解と，�第二文はあ

くまで令状を取得する場合の要件を定めたに過ぎず，令状取得を『原則』

とする趣旨ではない（第二文は原則として令状必要であることを求めて

いるわけではない），とする見解である（この議論については，修正４

条における無令状捜索押収の適法性判断の要件との関係で議論されるこ

―　　―���

　う文言が「����������	��������」に変更されていた。��������２２３�２２４�
３５）　この意味について，「��������������		�
����」としていることから，特定性要件
がすべての令状につき満たされることを強調し，一般令状の禁止をより徹底する
ことを意図していたと見る者もある。���������	���
����
�����������	��
�����������	
��	
��������２６�������������������１３８９（１９８９）������１３９１�　私見では，
二文に分割することで，第一文が実体的権利の保障を，第二文では手続的権利の
保障を，それぞれ明確に示すことを目指していたものと解すべきように思われる。

３６）　�����������������（２６）������２２４�２３１�
３７）　なお，このときの議会では無令状捜索押収の問題については一切討議されな
かった。������������������������������������������������������������（１９６９）���
���２７�２９�　従って，起草者・制定者意思から直ちに無令状捜索押収に関する規範
を導くことは難しい。これについては，コモンロー上の逮捕に伴う無令状捜索差
押えについては，一般令状で行われうるような大きな権利侵害性が当時の権利意
識に照らして存在しなかったから，修正４条の制定過程で議論にならなかったとも
考えられる。������������	
���
��������������	���	
��
��	������������������
����������	��１９�������������������６０３�（１９８２）������６１３�６２１���������	
����
���
���������	
���

��	����
������
�����������９８���������������５４７（１９９９）������７２４�　
それゆえに，却って修正４条と無令状捜索押収の関係をめぐる議論が後の時代に噴
出することとなった。

�

���（���）



とになる）３８）。

　以上の過程を経て，現在の修正４条が制定された。ここで確認すべき

は，令状記載方法のみを規定するヴァージニア形式ではなく，より一般

的に実体的権利の存在を確認する形式であるペンシルバニア形式を草案

起草者及び議会が選択した点にある。もし純粋に手続保障のみを規定す

るのであれば，ヴァージニア形式の方がはるかにシンプルな規定であっ

た。しかし，合衆国憲法修正４条がヴァーモント形式を採用しなかった

ということは，手続的権利保障に尽きない，実体的権利保障を念頭に置

いていたのではあるまいか。そして，もしそうであるとすれば，立案者

たちは，単に手続的に一般令状を禁止することのみならず，実体的な権

利の保護を狙っていたのではなかろうか。このことは，条文の構成から

もうかがえる。現在しばしば財産権やプライバシー権保障の根拠として

主張される修正１４条は，修正４条が制定されてから約８０年後の１８６８年の

ことである。それまで修正４条の他に，住居への侵入や私有財産を保障

する条文は存在しなかった。

　実際，この後確認するとおり，修正４条は，その保障する利益として

実体的権利が含まれることを自明なものとした上で，実体的権利の内容

をめぐって，判例も変遷していくことになる。

�　カッツ判決以前～財産権論

　上述のような過程で制定された修正４条は，判例法上，どのような利益

を保障するものとして位置づけられてきたのであろうか３９）。

―　　―���
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３８）　本稿��２�参照。
３９）　以下，カッツ判決までの流れを紹介する邦語文献として，渥美東洋『捜査の原
理』（有斐閣，１９７９年）３８頁以下，渡辺修・前掲注（６）２０７頁以下，大野正博
『現代型捜査とその規制』（成文堂，２００１年）７５頁以下がある。また盗聴に即した形
でカッツ判決に至る流れを紹介する文献として，井上正仁『捜査手段としての通
信・会話の傍受』（有斐閣，１９９７年）６�１０��２３�３１頁がある。そのため，本稿では，
本稿の視点に関わる部分のみ判例の概要を示す。判例の詳細な動向は，渥美『捜
査の原理』が丁寧に紹介する。
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　�　証拠排除の黎明期：ボイド判決，ウィークス判決

　ボイド判決　修正４条が捜索押収に関する重要な裁判規範として用い

られた判例として，１９世紀末に出たボイド判決が挙げられる４０）。という

のも，ボイド判決では違法収集証拠排除法則を連邦レベルの事件に初め

て適用した事案だからである。違法収集証拠排除法則は，修正４条の手

続的権利保障を実効的に行うために，重要な意味を持つ。しかし，同時

に，その排除の際の説明として，捜索押収の被処分者への実体的権利侵

害を認定することから，修正４条の保障する実体的権利の内容に対する

連邦最高裁の理解を把握する手掛かりとなる。

　本判決は，明文の規定を欠くにもかかわらず違法に収集された証拠を

裁判上排除する論理として，修正４条の「不合理な捜索・押収を受けな

い権利」を修正５条のいわゆる自己負罪拒否特権とパラレルに考えられ

ることを示した。その中で，両者を同視するための説明をブラッドリー

判事の法廷意見は試みる。

　ブラッドリー判事は，まず修正４条の制定の経緯を述べた上で立法者

はウィルクス判決などを充分に認識していたと指摘し，エンティック判

決におけるカムデン卿����������	
�の言葉を引用する４１）。「人が社会に

関わる重要な目的は，その財産
� �

を守ることにあった。その権利（財産を

守る権利）は，あらゆる場面において神聖なものであり，かけがえのな

いものである。この権利は，全体の利益のために何らかの法によって奪

われたり制約されたりすることはなかった」（傍点筆者）。このような利

益をカムデン卿は「財産権�������������	�
��
����」と呼び，その保障が私

―　　―���

４０）　���������	
����
�������１１６������６１６（１８８６）��　事案は以下の通り。被告人Ｘが，
当初の契約内容以上にガラスを輸入したため，国が関税を徴収するために，書類
等の私文書を提出命令によって押収し，この証拠に基づき有罪となった。Ｘはこ
の私文書の押収が修正４条及び修正５条違反に当たるものとして連邦最高裁に上
訴した。本判決により当該私文書は排除されている。

４１）　������１１６����������６２７����������������	�
�����
�����１９����������	
�
���
�����１０２９
（�����１７６５）��

���（���）



文書などに及ぶことを説明している。このカムデン卿の理解を，ブラッ

ドリー法廷意見は「本法廷意見の中に伏在するこの原理が，憲法上の自

由と保障の本質に影響している」と言及する４２）。以上のように，恣意的

な権力行使に基づく財産権制約からの防御が，修正４条を生み出したと

説明している。

　その上で，修正４条と修正５条は，刑事手続における権力の恣意的な

行使からの権利保障にある点で共通であるとする。修正４条が自己負罪

につながる証拠を不合理な捜索押収で提出させられることを禁じている

ことと，修正５条が自己負罪につながる供述を強制されないこととの間

で，「実質的な相違を見出すことができない」という４３）。とりわけ私文書

ではこの共通性が顕著であり，被窃取物などとは異なり，修正４条と修

正５条に基づき証拠排除が認められるべき，と判示した。

　以上の法廷意見の説明，とりわけカムデン卿の言葉を長文で引用して

いることから，連邦最高裁は，修正４条を，刑事手続の文脈における

「実体的権利としての財産権」を保障する条項として認識していたこと

が読み取れる４４）。もっとも，違法に収集された私文書を証拠排除する根

拠として，修正４条と修正５条を併用しているため，財産権保障が直接

―　　―���
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４２）　������１１６����������６３０�
４３）　������１１６����������６３３�６３４�
４４）　この点，大野・前掲注（３９）７６頁は本判決が「個人の住居の神聖性と，生活に
おけるプライヴァシーの侵害（���６３０）」に修正４条及び修正５条が適用されると
した点を重視して，これが違憲判決の根拠になったように記述している。しかし，
１８８６年当時に用いられた，判決文中に１回しか出てこない「プライヴァシー」の語
の理解は，現在と同じように理解すべきとは思えない。判決文は，直截に財産権
保障を意識していたと解すべきだろう。なお，「プライヴァシー」の概念を権利と
して構成したウォーレンらの論文が出るのはこの判決よりも後のことであり，し
かも私人間の紛争解決が念頭に置かれていた。������������	
������
���������	
�
��������	
�����������	�
���
����４�������������１９３（１８９０）��　民事不法行為の事案で
は，「プライバシー」の用語が明示的に用いられた裁判例も出始めてはいたようで
あるが，「権利」として成立していたとまで言うことが適切とは考えにくい。�����
���������	
���
���９������１４６（１８８１）��　新保史生『プライバシーの権利の生成と展
開』（成文堂，２０００年）１２頁参照。
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に証拠排除につながるのかは，やや曖昧である（実質的には自己負罪拒

否特権から証拠排除を導いているようにも読めなくもない）。しかし，

少なくとも修正４条が財産権を保障するという認識が，連邦最高裁に

よって表明されたのである。

　ウィークス判決　合衆国憲法修正４条が，捜索押収の問題に対する重

要な規範として，実質的に機能し始めるのは，１９１４年のウィークス判決

からであろう。というのも，違法収集証拠排除法則を修正４条単独の侵

害でも適用できると宣言したからである４５）。

　このウィークス判決では，修正４条の保障する利益について，先のボ

イド判決から，違法な捜索押収が「身体の安全，人身の自由，私有財産

への権利」を侵害するとした部分を引用し４６），これらの権利が，刑事事

件の被疑者被告人であるかにかかわらず保障されると判示されている。

別の箇所でも「人身と財産」について「市民を守る」ことが修正４条の

意図である旨が明言されている４７）。他方で，同時に「プライバシー」の

語が２回にわたって出てくる。いずれも「住居とプライバシーへの侵害

�������������	
��
������
��������」という表現で登場している。もっとも，

本判決において，プライバシー概念が，どのような実質的な意味がある

のかは判然としない。

　しかし，少なくともボイド判決，ウィークス判決のような違法収集証

拠排除法則を適用し始めた黎明期において，修正４条は財産権 ��������

という実体的な権利の保障を意図した条項であることを，連邦最高裁が

意識していたことをうかがわせる。他方で，この実体的権利の保障内容

が，解釈上どのような具体的帰結をもたらすのかは，この時点では明ら

―　　―���

４５）　����������	
����
�������２３２������３８３（１９１４）��　賭博に用いるクーポンやチケット
を郵送したという賭博関与の被疑事実で，被疑者が勤務先において無令状で逮捕
された事案。その際，別の警察官が留守である被疑者宅を訪れ，無令状で被疑者
の部屋の捜索を行い，証拠書類を差し押えた。

４６）　�������２３２����������３９１�
４７）　�������２３２����������３９４�
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かではない。この問題は，連邦最高裁が修正４条の実体的権利の保障内

容として，どのような利益を想定することが適切なのか，自覚的に検討

を始めるオルムステッド判決からカッツ判決に至る流れを確認すること

で，示唆を得ることができる。

　�　財産権保障論の採用：オルムステッド＝ゴールドマン法理

　判例が財産権の保障を謳っているときに，修正４条が保障する実体的

権利の内容が直接に問われるのは，財物の形態を有しない利益が問題に

なるときであろう。その意味で，修正４条の実体的権利の保障内容を自

覚的に検討した連邦最高裁判例が，１９２８年のオルムステッド判決であっ

た４８）。

　オルムステッド判決では，禁酒法に基づく取締りの一環として行われ

た電話線を通じての盗聴 ����������	の適法性が争われた事案である（盗

聴によって得られた通話記録の証拠排除を求めた）。同判決タフト判事法

廷意見では，修正４条の「捜索及び押収」から保障される利益は，「人身，

私文書ないし有体物である動産 ���������	
������
��
��������あるいは現

実に為された物理的な住居への侵入 ���������	
�������
�
���������
����
�」

に限られると判示した。その上で，本件通話はこれら修正４条の保障す

る利益に該当しないものとし，盗聴について，被告人のところから外部

に電話線を通じて伝えられる音声が修正４条の保護の対象とするのは合

理的ではない，と判断したのである４９）。

　この上記の文言中，�「有体物である動産」であることや，�住居へ

の「物理的な侵入」から修正４条が市民に保護を与えているという点は，

修正４条の保障する利益を明言した部分と言えるであろう。連邦最高裁

は，修正４条について，実体的権利の保障の内容を確認することによっ

て，捜索押収から保護される範囲を画定するという判断手法を用いてい

―　　―���
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る。そして，ここで想定されている実体的権利の保障の中身は，実質的

には財産権であることも読み取れる。有体物の保護と物理的侵入からの

保護が念頭に置かれているからである５０）。

　このように実体的権利の保障内容から手続的権利の保障範囲が画定さ

れるという判断枠組みは，その後の判例においても維持された。１９４２年

のゴールドマン判決は，アパート隣室でのマイク ����������	�による盗

聴の事案について扱う中で，オルムステッド判決と本件の区別は困難と

判示して，オルムステッド判決同様に修正４条による保護を否定してい

る５１）。その際に，本件のマイクによる盗聴は不法行為 ��������を構成し

ないということも根拠に挙げており５２），基本的にオルムステッド判決同

様に財産権ベースで要保護性を判断していると言えよう（もっともマイ

クの場合，部屋に密着して盗聴を行うため，ワイヤタッピングに比べて

「他人の財産領域に接着した侵害」５３）という論理構成はありえたのかも

知れないが，判例は実質的な財産権への制約を認定せず，その論理は採

用していない。やはりアパートの居室が異なり，管理権限が異なってい

る点を重視しているのであろう）。

　このように，オルムステッド及びゴールドマンは財産権の保障を基礎

―　　―���

５０）　もっとも，ブランダイス判事の反対意見は，修正４条は盗聴から会話を保護す
る旨を主張する。その理由として，プランダイスは修正５条を挙げる。修正５条
は，「刑事事件において自己の不利益をもたらす証言を強制されない」（強調部筆
者）という文言を規定しているにもかかわらず，民事手続においても刑事訴追に
つながりうるような事項については供述する義務はなく，修正５条が適用される
とした判例を引いて，修正条項の保障内容は必ずしも文言に強く拘束されている
わけではなかったと主張する。その上で，修正４条も同様に市民の自由を保護する
ために広く適用すべきであり，盗聴についても市民の自由を強く制約する虞があ
る以上，修正４条が適用され，令状によるコントロールが必要だとしている。もっ
と も，こ こ で は「プ ラ イ バ シ ー」と い う 概 念 は 用 い ら れ ず，「自 由
���������	
����」という語が用いられている。���������２７７���������４７１（���
��������	
����������）��

５１）　��������	
����
����
�
����３１６������１２９（１９４２）��
５２）　���������３１６����������１３４�１３５�
５３）　渥美・前掲注（３９）４６頁。
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として修正４条の手続的保障の範囲を画定した。このように実体的権利

たる財産権保護を修正４条の下で徹底していった帰結が，いわゆる純粋

証拠法則 �����������	���
��であるように思われる。純粋証拠法則とは，

１９２１年のグーレッド判決で明確に採用された押収に関するルールであ

る５４）。法禁物，被窃取物などそもそも占有者が財産権を主張する権原を

欠くような物（犯罪によって得られた果実）と，犯罪組成物についての

み，法執行官は押収を行うことが可能であるという法理であり，この法

則の下では，単に犯罪を帰責させる証拠であるという理由だけでは（純

粋な証拠は）押収することが認められなかった。即ち，上記の物品以外

について国家は優越的な財産権を主張できないとされ，その占有は絶対

的な保護の対象とされた。つまり，もともと押収は，財産権保障が欠如

している場合にのみ執行されていたのである５５）。この法理の下での令状

審査は，当該対象物が法禁物，犯罪組成物，犯罪によって得られた果実

に該当するか，これらを押収するために捜索を為す必要があるか，を審

査することになろう。

　この法則が採用された意味は，まさに修正４条が財産権の保障を念頭

に置いていたことを示すのではあるまいか。

　以上のように，２０世紀初期においては，修正４条は実体的権利として

の財産権と密接に結びつけて解釈されていたように思われる。

�　プライバシー権保障論の萌芽

　プライバシー概念の使用　しかし，このように財産権を基軸とした保

―　　―���
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����２５５������２９８（１９２１）��
５５）　その意味では，純粋証拠法則採用時の押収はかなり限定的なものであり，捜査
機関の捜査権限はかなり制約される可能性があった。例えば銀行の預金残高に関
する文書などは押収できない（犯罪の道具ではなく，銀行の財産権として要保護
性があるとされる）。しかし，犯罪組成物の定義を曖昧に運用することで問題を解
消していた面もあったようである。���������������������������������������	�
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障は，その後徐々に方向を変えていくことになる。民事不法行為の領域

で判例が蓄積されていき，徐々に「プライバシー」という概念が２０世紀

前半を通じて裁判上も利用されてきた。そんな中で，１９４９年のウォルフ

判決は，判例変更について言及することなく，修正４条が保障する利益

について従前の判例とは異なる見解を打ち出した５６）。フランクファー

ター判事の法廷意見は，「捜査官の恣意的な侵害に対する個人のプライバ

シーの安全 ���������	
���
���������	����は―修正４条の核心であるのだ

が―自由な社会の基礎である」と述べたのである５７）。

　もっとも，本件は州には証拠排除は適用されないとし（本件が証拠排

除法則を州にも適用したマップ判決以前のものであることに注意）５８），証

拠排除の要否を具体的に判断していない。それゆえ，ここにいう「プラ

イバシー」をどのような意味で用いようとしているのか，判決文からは

明らかとは言いにくい。しかし，判例変更をしていないことからすると，

従前の判例で「財産への権利」が修正４条で保障されているとされてい

ることと，「プライバシーの安全」という概念の間の相違は，あまり認識

されていなかったのかもしれない。そうであるとしても，「プライバシー」

という用語が頻繁に判決文中で登場してきた点は，この判決に特徴的な

点である。この「プライバシー」は，州への違法収集証拠排除法則の適

用を認めた，有名な１９６１年のマップ判決において，「プライバシーへの権

利」という権利としての位置づけを与えられつつ引用されるに至ってい

る（もっともその権利の内実は明らかではない）５９）。

　その後，複数の判決が相次いで「財産権」論からの説明がかなり困難

な事案で修正４条違反を宣言するに至る。シルバーマン判決では，被疑

者宅の隣家から釘の形状をした細長いマイクを生垣の下を通して暖房用

―　　―���
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排気口から会話を盗聴するという事案で，修正４条違反を宣言した６０）。

そこでは「物理的侵入」は実質的には為されていないように見えるが，

マイクを差し込んだことを「物理的侵入」とみなして修正４条違反とし

たのである。これは，民事財産法上の不法行為 ��������を辛うじて構成

させたと言えるが，真に「物理的侵入」と呼んでよいのか難しいところ

であろう。また結局本判決により保護された利益は，実質的には会話内

容であり，「有体物」を保護の要件として掲げていた，かつての連邦最高

裁の姿はもうここにはない。

　さらに一方当事者の同意に基づく通話盗聴を認めたホッファ判決にお

いても，会話の保護が修正４条の保護の範囲の問題として取り上げられ

た。そこでは，会話が有体物同様に保護されうる旨が判示されたのであ

る６１）。つまり，「財産権」による説明を行っていない
� � � � � �

６２）。

　しかし，もっとも修正４条のプライバシー権保障論に直接的な影響を

与えた判決は，グリズウォルド判決であろう６３）。

　憲法上の「プライバシー権」　グリズウォルド判決は，直接には捜索押

収について争った事案ではなく，避妊のための診療をしたことについて

コネチカット州法により罰せられた点を，修正１４条違反で争ったもので

ある。しかし，判決文の中で，修正４条と実体的権利としてのプライバ

シー権の関係について言及している箇所がある。

　グリズウォルド判決ダグラス判事法廷意見は，まず「修正１条の表現

の自由・言論出版の自由が，頒布する自由，受領する自由，読む自由，

研究する自由，思想の自由，教授の自由」を含むのと同じように，プラ

―　　―���
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大輔「合衆国における同意捜索の問題」修道法学２７巻１号（２００４年）１頁以下，３０
頁参照。

６２）　この他にも，財産権では説明困難な判決が複数存在するが，紹介は略す。それ
らを紹介するものとして，渥美・前掲（３９）４６�６２頁，大野・前掲（３９）８０�８３頁。
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イバシーの権利は周辺的な権利の保障を含んでいる，とする６４）。その上

で，プライバシー権について，「権利章典の特定の保障は，その保障内容

に生命 ����と実体 ���������を与えるのに資するように，特定の保障か

ら照射 ����������されることによって形成される（保障の）境界領域／

半影 ��������	を有している。多様な保障がプライバシーの領域を形成

しているのである」という６５）。この文の意味をさらに法廷意見は，修正

条項を個別的に掲げて（修正１条，修正３条，修正４条，修正５条，修

正９条），プライバシー権を導きうる要素を列挙していく。その中で，特

に修正４条を「プライバシー権」保障を明確に示したものとして挙げ，

「プライバシーへの権利を創出する ������規定として修正４条について

言及した」例としてマップ判決を引用している６６）。

　この判決の中で，プライバシー権を「創出する ������」ものとして修

正４条を位置付けている点は，重要である。少なくとも，合衆国連邦最

高裁はこの時期，修正４条を単なる手続的規定としてはとらえていない。

実体的権利を創設する規定として修正４条をとらえている。そして同時

に，マップ判決で「プライバシーへの権利
� �

」と表現された意味が示され

たのである。他の修正条項と相俟って形成されるものの一部として修正

４条上の権利としてプライバシー権が存在する。つまり，プライバシー

権は単一の条項のみに存在するのではなく，複数の条項に分散して存在

し，相互に相俟って権利として保障する機能を果たすと理解するのであ

る（この理解の仕方は，本稿においては，後の日本国憲法解釈において

も意味を持つ）６７）。

―　　―���
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６７）　もっとも，本判決では，避妊への処罰について，「本件の実体的事項に関しては，
修正１４条のデュープロセスに関わる広い範囲の問題としての関連性が認められる」
としており，修正１４条の問題たりうることも示している。����������３８１����������
４８２�　また，後に連邦最高裁は修正１４条のデュープロセスにプライバシー権保障を
充填し，「実体的デュープロセス」論を展開することになる。
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　純粋証拠法則の放棄　以上のように修正４条の保障内容がプライバ

シー権であるという認識が強くなることに加え，１９６７年には純粋証拠法

則が放棄され，犯罪の証拠一般の押収が認められることになる６８）。先に

述べたとおり，純粋証拠法則は市民の財産を保護する機能を果たす法則

であった。この法則が放棄されたということは，財産権保障の絶対性を

緩和したと理解できる。ここに，必ずしも「修正４条＝財産権保障規定」

という発想に拘束されずにすむ情況が整いつつあったことがうかがわれ

るように思われる。

�　カッツ判決～プライバシー論？

　１９６７年１２月１８日。合衆国の修正４条解釈に大きな影響を与える判決が出

された。カッツ判決である６９）。本件は，周知のように盗聴に関する事案で

ある７０）。本判決を，無令状の場合を含む捜索差押え一般について転機と

なった判決として位置付ける論者は多い７１）。無令状捜索押収に影響を及ぼ

す判旨としては，以下の二点がある。

　第一は，本判決のスチュアート判事法廷意見は，修正４条が「場所では

なく個人を保護するものである」として物理的侵入以外の「個人」への権

利制約的行為についても修正４条の問題になりうる，とした。その上で，
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�������３８７������２９４（１９６７）��　なお，この判決を紹介する論稿とし
て，松尾浩也『刑事訴訟の原理』（東大出版会，１９７４年）２２１頁以下（初出 �アメ
リカ法１９６９年１号）など。

６９）　���������	
����
�������３８９������３４７（１９６７）��
７０）　本判決については日本でも多くの論文の中で言及されている。例えば，渥美・
前掲注（３９）７３頁以下，洲見光男「アメリカの刑事手続における令状主義の意義
（上）」朝日法学論集９号（１９９２年）６９頁以下，井上正仁『捜査手段としての通信・
会話の傍受』（有斐閣，１９９７年）９頁以下，安冨潔『ハイテク犯罪と刑事手続』（慶
應義塾大学法学研究会，２０００年）２７頁以下，大野・前掲注（３９）８６頁以下など。

７１）　�������������������	�
��
������������	��
��
�
�
�����

�����������５８����������
�����３４９�����４０３（１９７４）����������	�
���������������	
��	
���
�����
���７４����������
�����������������１１７１�����１１７３（１９８３）����������	
���
��������������	
���������
����������	�
�����

���
���������２６�������������������１３９７�����１４２２�１４２３（１９８９）��
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従来有体物 ��������	
��
���
に限られていた保障対象についても，プライ

バシーを修正４条が保障している以上，口頭の会話も含むと判示した。こ

れにより，オルムステッド判決やゴールドマン判決から判例変更が為され

たことになる７２）。これを受けて，自分の住居あるいは事務所であっても，

公衆に故意に開被しているようなものは修正４条の保護の対象にならず，

また個人が私的な部分 �������にしておこうとする場合は，たとえ公衆が

アクセスできる領域であっても憲法上の保護を受ける可能性がある，とす

る７３）。

　第二に，以上のように修正４条の保護する利益を設定し，「個人」を保護

する方法を修正４条が定めている以上，「特別に成立して明確に示されて

いる一部の例外 ����������	�

������

	�����������

�����������	�
�����
�」

を除き，「判事やマジストレイトの事前審査を欠く，司法プロセス外で為

される捜索行為は，修正４条の下では一律に ������不合理なのである」７４）

とする。この部分が，令状原則を宣言した部分として評され，また令状主

義の例外を限定的にとらえたと評される部分である７５）。修正４条の保護対

象たる「個人」を守るためには，原則として
� � � � �

司法審査を経た令状を必要と

すべきとしている点から，第二文を重視していることは疑いをいれないと

ころであろう。そして，このような令状主義の強調は，裏返せば中立な司

法審査を経た令状を獲得すれば，政府によるプライバシー侵害が正当化さ

れるという含意がある。

　以上の判旨のうち，第一点，法廷意見が「場所」ではなく，「個人」を保

護すると宣言した意味はややわかりにくい。「個人」の保護とは一体何を

意味しているのか。この点について，後のカッツ判決の解釈に大きな影響

を与えたハーラン判事の補足意見は「プライバシーの合理的期待」７６）によ

―　　―���

７２）　������３８９������３４７�����３５０�３５３�
７３）　�����
７４）　�������３５７�
７５）　������������������������（７１）������１４２２�１４２４�
７６）　������３８９����������３６０（���������	�
��
���
��）��

���（���）



る説明を試みている。本件電話ボックスにおける会話が修正４条で保障さ

れる理由について述べる文脈で，電話ボックスが住居と同様に「人が有す

るプライバシーに関する合理的期待を憲法上保護されている領域」であり，

この意味において私的領域への物理的侵入と同様の効果を盗聴がもたらす

ことから，盗聴は修正４条違反となりうる旨を宣言している。そして，こ

の「プライバシーの合理的期待」とは「第一は，ある個人がプライバシー

に関する現実の（主観的）期待を提示すること，第二は，その期待が，社

会にとって，『合理的な』ものとして予め認識されているものであるこ

と」７７）という二つの要素を含むとされている。

　このうち，とりわけ第二の要素，プライバシーへの期待が「社会にとっ

て」合理的であることを要求している点は，無令状捜索押収を許容するか

否かを判定する際に重要な意味を持つと同時に，曖昧さを残したと言える。

この「社会」という言葉が曖昧であるがゆえに，結局，如何なる場合に，

修正４条の保護を受けることが可能なのか，という重要な判断を事案毎の

判断に委ねたものと考えられる。そしてそれは，修正４条の保護対象につ

いて，政策的判断を入れる余地を残したとも言えるかもしれない。

　また，第一の要素，個人が主観的なプライバシーに関する期待を提示す

ることについても問題は残る。というのも，予め捜索をすることを市民に

明確に示しておいたり，市民が自らタイムズスクエアのような公共の広場

で散歩したりする場合，市民のプライバシーへの期待は現実的なものとし

て認められず，結果的に修正４条の保護が及ばない，ということになりう

るからである７８）。これも無令状捜索押収の適法性判断において，重要な意

味を持つ概念である。

　このように，「プライバシーの合理的期待」概念は運用如何によっては，

修正４条の保護対象となる市民の行為をかなり狭くしてしまう可能性が存

―　　―���
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７７）　�������３６１�
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在していた。無令状捜索の場面に即して言えば，たとえ住居内に居ようと

も，当該「個人」について「プライバシーの合理的期待」が無いと判断さ

れれば，修正４条の保護が及ばず，無令状での探索行為が許容されうるこ

とになる。

　以上のように，カッツ判決は無令状捜索差押えにとって，「諸刃の剣」に

なりうる判決であったと考えられる。令状主義原則の宣言が為された反面，

無令状捜索差押えを広く許容する可能性も生み出した。即ち，住居内であ

ろうと，その個人が「プライバシーの合理的期待」を欠く場合は無令状捜

索差押えが為されうる部分，そして令状主義の「例外」が許容される場合

につき具体的な判断基準を設けなかったため，「例外」が拡大しうる部分が

存在していたのである７９）。

　同時に，カッツ判決は修正４条の解釈基準の提示という意味においても

重要な意味を持ったと考えられる。ハーラン判事補足意見にいう「プライ

バシーの合理的期待」（これがプライバシー権保護の範囲画定に用いられる

のであるが）は，個人による主観的な保護への期待の表明と，社会による

保護の合理性の是認の二つを，修正４条による保護の条件として掲げてい

た。抽象度の高いこの要件の判断について，個別具体的に事案毎の判断を

行って要保護性を判断する発想を貫徹すべきか，それとも後に出てくるよ

うに，合衆国判例におけるルール志向―個別具体的に事案毎の判断を現場

捜査官に行わせないようにするために，出来るだけ簡易なルールを判示す

る志向―によって判断を形式的に行うべきか，という選択肢を導出する

きっかけになったに思われる８０）。

―　　―���

７９）　������������������（７１）������１４２４��������������	��������������������������������
��������������������������（６��������２００１���������	
�）������６０�７１�

８０）　このルール志向（いわゆる「明白なルール ���������	
���

」）については後述
する。

���（���）



�　「プライバシー」と「財産」

　�　修正４条＝プライバシーのみの一元的保障？

　以上のように合衆国判例はカッツ判決に至るまで，「修正４条が保障す

る実体的な権利の内容はいかなるものか」という問題に関わってきた。

そして，カッツ判決以降，連邦最高裁が修正４条の事案を審査するに際

しては，まず�「プライバシーの合理的期待」の有無を判断することで，

修正４条で保障される「資格」の有無を審査し，保障される資格がある

と判断された場合には，�当該捜索押収について「相当な理由 ���������

�����」や同意の有効性，緊急事態の有無などの正当化事由の有無が審査

されるという形式になった。

　では，「プライバシーの合理的期待」が修正４条によって保障されると

いうことは，財産権保障という構成を完全に放棄してしまったのであろ

うか。実際のところ，カッツ判決以後の判例で，修正４条は財産権に関

する規定ではなくプライバシー権に関する規定であることを明言する判

例が複数登場した８１）。そして，「修正４条は財産に関する規定ではなく，

プライバシーに関する規定である」という言葉に「異論はない」と評さ

れることすらある８２）。

　では，修正４条の保障する実体的な権利の内容は，プライバシー権一

元的保障論なのか，財産権＝プライバシー権二元的保障論なのか。どの

―　　―���
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８１）　例えば，��������	
���
������３９２������３６４（１９７１）������３６８は，「カッツ判決は，
制限された領域では，修正条項の保護を受ける適格性を財産権に基づいて判断し
ないことを明らかにした」と表現している。この判決の事案は以下の通り。二社
によって共有されている一つの事務所の中に，捜査機関が捜索押収を行った。被疑
者が属していなかった方の会社側が捜索の違法性を争い，民事事件としてその申
立適格について判示された。連邦最高裁は「侵害された場所の財産権によっては，
修正４条の保護を主張する適格性は決定されないことをカッツ判決は明らかにした」
と判示し，同人のプライバシーの要保護性を容れて申立適格を認めた。����������
����������	�
�����
����������������
���������	�
������
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ように判例は理解されているのか。カッツ判決以後の展開として検討し

ておく必要がある。

　�　修正４条における「プライバシー」と「財産」

　カッツ判決の意味　カッツ判決以後の判例を見ると，必ずしも「財産

��������」という概念が用いられなくなったわけではない８３）。問題はむ

しろ，「財産 ��������」という概念の使い方である。

　もともと，カッツ判決で修正４条が「場所ではなく
� � � �

人」と保障対象に

言及したのは，修正４条が財産権を保障しているという財産権理論では

盗聴事案の救済及び令状による司法的コントロールが，理論的に困難で

あったからである。つまり，従来の財産権論が，「有体物に対して排他的

な支配を及ぼす権利」という意味合いを持っていた以上，「無体物」であ

る会話には適用が困難だった。このことをカッツ判決は踏まえて，「場所

ではなく人」と判示したのである。「無体物に対して排他的な支配を及ぼ

す権限」をどのように保障するかに主眼があったに過ぎない。従って，

プライバシーと財産の保障が非両立とまでは述べていない。

　むしろ，「プライバシーの合理的期待」による保障の範囲が，結果的に

「第一は，ある個人がプライバシーに関する現実の（主観的）期待を提示

すること，第二は，その期待が，社会にとって，『合理的な』ものとして

予め認識されているものであること」を要請するとされた以上，その判

断のために財産権を一要素として用いる可能性が存在している。しかし，

―　　―���

８３）　このことは，カッツ判決自身が「（修正４条は）ある種の政府の侵害からプライ
バシーを保障するものであるが，プライバシーと何ら関係のない利益についても，
その保障が及ぶことは頻繁にある」と認識していることからもうかがわれる
（������３８９����������３５０）。このことをとらえて，ある論者は，カッツ判決の意味を，
財産権保障が機能しない場合に「プライバシーの合理的期待」による保障が作動
するものと見る。��������������	
���
	��������	�������	���	�����������	
���
�����
８６������������１４６１（１９７７）������１４７７�１４８４�　����������������	
�������������（７１）���
���３８５��������������������������������������������������（７９）������５４�　また，同様
の認識を示すものとして，大野・前掲（３９）８８頁。

���（���）



その用い方は後の連邦最高裁判事の中でも異なるものとなったのであ

る８４）。

　レーンキストらの「プライバシー」と「財産」への認識　例えば，ラ

カス判決において８５），レーンキスト ��������	判事法廷意見は次のよう

に述べる。まず，「プライバシーの正当な期待」は修正４条の外に根拠を

有していなければならないとし，その例として，他者の使用収益を排除

するという排他性の性質を持つ財産権の存在を考慮しうる，とした（同

時に，「プライバシーの正当な期待」の根拠は財産権のみに尽きるわけで

はないという留保も付されている）。そして「プライバシーの合理的期

待」は「財産という概念 ��������」を利用することを「排除するわけで

はない」とし８６），修正４条違反を争うための適格性として，当該捜索が

行われた場所に適法に居たことに加えて，押収対象物を適法に所有して

いることの双方が必要であると判示した。

　ここでの判断手法には注意する必要がある。ここでは，民事財産法上

の財産権が必ずしも保障されないことが含意されている。つまり，「財産」

はあくまで「プライバシーの合理的期待」の判断の一要素に過ぎないの

であり，通常は民事財産法において保護されうる利益も，「プライバシー

の合理的期待」論の下で，利益衡量の対象になりうる。そして，本判決

では違法収集証拠排除の申立適格を限定するという，権利制約方向で財

産権を用いたのである。

―　　―���
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８４）　以下の分析について，�����������������������（８２）������２８３�３０６�
８５）　����������		
��
���４３９������１２８（１９７８）��　事案は以下の通り。自動車捜索によっ
て押収された品が，自動車に対する所有権を有していなかった同乗者たる被告人
の公判廷に提出された。被告人たる同乗者たちが当該捜索押収行為を過剰な無令
状捜索として修正４条違反で争った。同乗者たちは，捜索の為された車に適法に
乗っていた以上，プライバシーの制約を受けたと考えられるとして，捜索の合法
性・証拠排除を争う適格性を有すると主張したが，連邦最高裁は同乗しているだ
けではプライバシーの正当な期待を有しているとは言えないとして，申立適格を
否定した。

８６）　�������４３９����������１４３�
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　レーンキストは後年，ローリングス判決においても，財産と修正４条

の関係について触れている８７）。レーンキストは法廷意見の中で，被告人

自身の財物（法禁物）が友人の財布内にあったことから，友人の財布を

違法に捜索したことについて，自らの「プライバシーの合理的期待」も

侵害されたとして証拠排除を申し立てたことについて，次のように言う。

「ラカス判決は，財産法の『複雑な』概念によって修正４条の保障を主張

する適格性を決するべき，という主張を強く否定したのである」と８８）。

その上で，被告人自身の財産が友人への違法捜索により制約されたとし

ても，「プライバシーの合理的期待」として保護すべき利益は存在しない

旨を判示した。ここでは，「財産」に対する自らの支配権の存在は，何ら

権利保障に影響していない。もし財産への支配権を主張できるのであれ

ば，本件では被告人は証拠排除の申立適格を有しているものとされたは

ずである。

　また，オリバー判決において，パウエル ������判事法廷意見は，被告

人のプライバシーが開披されている空間 ���������	ではあるものの，被

告人が所有権を有する農場について，プライバシーが開かれており，要

保護性が欠如していることを理由に，捜査目的の無令状での立入りを許

―　　―���

８７）　��������	
�	�
��������４４８������９８（１９８０）��　事案は以下の通り。Ａの逮捕のため
に令状をもってＡの住居に立ち入ったところ，Ａは見つからなかった。しかしＡ
を捜索する際に，マリファナの臭いを捜査官が感じ取ったため，一部の捜査官が
捜索令状を申請し，他の捜査官は現場に居残って「身体の捜索に同意するなら現
場から去ってもよい」と現場にいた被告人Ｘらに告知した。その後，捜索令状を
得て，ミランダ告知を行った上で，Ｘの側に座っていたＢの財布を調べたところ，
マリファナが発見された。Ｘは発見されたマリファナの所有権 ��������	はＢで
はなくＸ自らにあると主張したため，捜査官がＸの身体も調べたところ，４５００ド
ルの現金などが見つかったため，Ｘは売買目的のマリファナ所持で逮捕された。
裁判では�身体拘束がミランダ告知の前に実質的に行われていた点，�違法な身
体拘束の果実として，Ｂの財布を調べて（違法な捜索），Ｘのマリファナを押収し
たこと（違法な押収）がＸの「プライバシーの合理的期待」を侵害している点を
主張し，証拠排除を求めた。これに対して，レーンキスト法廷意見は，捜索がＸ
のプライバシーを制約していない点から，修正４条に反しないものとした。

８８）　����������４４８����������１０５�

���（���）



容する判決を出した８９）。ここでは，無断の立入りにより所有権が損なわ

れていると考えられるにも関わらず，財産権の要保護性だけでは「充分

ではない」とした上で，プライバシーの要保護性が欠如している点を重

視して，修正４条の保障対象にあたらないとしている（民事不法行為

��������は修正４条に「関係がない」とも述べている）９０）。

　このレーンキスト，パウエルの発想は，財産権を権利として保障する

というものではなく，修正４条の「プライバシーの合理的期待」を認め

る際に判断要素として用いているに過ぎないように見える。そして，実

質的に財産権は，修正４条において要保護性が存在する範囲を限定させ

るために機能しているように思われる９１）。つまり，財産権を保障する
� � � �

と

いう意味合いは修正４条から抜き取られ，「プライバシーの合理的期待」

の解釈のためにのみ用いられているという側面がある（この場合は，修

正４条を実質的にはプライバシー権のみを一元的に保障しているものと

して見ることに近い）。

　レーンキストらの発想の下で，財産権はプライバシーの合理的期待の

保障に組み込まれ，「合理的期待」の判断の一要素になり，修正４条から

財産権保障の視点が除去ないし弱められる結果になったのではあるまい

か。

　マーシャルらの「プライバシー」と「財産」への認識　このような

レーンキストらの発想と好対照を成すのが，マーシャル ��������らであ

る。マーシャルはラカス判決，ローリングス判決，オリバー判決のいず

―　　―���
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８９）　����������	
�����
�������４６６������１７０（１９８４）���　被告人住居前の農場に捜査目的
で無令状で立ち入り，マリファナ栽培の場所を発見した事案。連邦最高裁法廷意
見は，農場が ���������	でプライバシーの正当な期待を有していないとし，捜索
行為を許容した。

９０）　��������４６６����������１８３�１８４�
９１）　そして，もともと財物として所有権が問題とならない性質を持つ「会話」など
の場合は，そもそも要保護性審査の対象となる財産権が存在しないため，財産権
による要保護性の審査を必要とせず，プライバシー権のみの問題として要保護性
が審査される。これによりカッツ判決との連続性は維持される。

���（���）
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れについても反対意見を執筆し，レーンキストと対峙する。とりわけ

マーシャルの姿勢が明確に示されているのが，ローリングス判決反対意

見である。

　同判決の反対意見の中で，マーシャルは修正４条の保障する利益につ

いて，過去の修正４条の判例を紐解き，カッツ判決が「（修正４条は）あ

る種の政府の侵害からプライバシーを保障するものであるが，プライバ

シーと何ら関係のない利益についても，その保障が及ぶことは頻繁にあ

る」９２）と判示している点を重視して次のように言及する。

　「ラカス判決は，捜索された場所においてプライバシーの利益が存在す

る場合にのみ，不合理な捜索押収から個人が保護される旨を示したわけ

ではない」９３）。「法廷意見は修正４条について狭すぎる解釈をしている。

法廷意見は，…人身と場所に対する不合理な捜索押収しか保護しないか

のように修正４条を誤読している。…修正４条は，その平明な文言の中

で，『所持品 �������』も不合理な捜索押収による制約から守られること

を示しているように，私には思われる」９４）。「修正４条の歴史は，同条項

がプライバシーの利益と同様に財産の利益を保障するために設けられた

ことを示している」（傍点筆者）。カッツ判決は「財産権からは導けない

場合であってもプライバシーの利益が保障されるということ」を示した

のである９５），と。

　その上でマーシャルは，ローリングス判決において被告人の申立適格

を認めるべきと主張し，またラカス判決においても同様の説明から被告

人の申立適格を認める主張を展開した。オリバー判決においても，農場

のような個人の敷地への立入りが不法行為として州法で理解されている

ことも重視して，要保護性を認めている。

―　　―���

９２）　������３８９����������３５０�
９３）　����������４４８����������１１４（���������		
���
�������������������������
����������）�

９４）　����������４４８����������１１７�
９５）　����������４４８����������１１９�
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　以上のマーシャルの引用と判断からは，修正４条が財産権とプライバ

シー権の双方を保障しており，どちらか一方が制約される場合は，修正

４条の保障を求めることができる，という発想が読み取れる（その意味

では，カッツ判決が「場所ではなく人」を保護すると判示していたのを，

実質的には「場所も人も」保護するものとして理解しているようにも見

える。つまり，「場所」＝財産権と，「人」＝プライバシー権の双方を保

障するという意味としてである）９６）。

　法廷意見と反対意見の分岐は，「実体的権利たる財産権をどのように位

置付けるか」にあると言ってよいだろう。一方で，レーンキストらは，

「プライバシーの合理的期待」の中に財産権を組み込み，その権利性を弱

めた。他方で，マーシャルらは，財産権とプライバシー権を並列的に，

いずれも権利として修正４条において保障されるものとして位置付けた

のである。この意味で，連邦最高裁の判事たちは財産権を保護される利

益として認識しつつ，その利用の方向性が異なるのである９７）。少なくと

―　　―���
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９６）　�������������������	
��

��������������	
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�����������４２������������
�����４７（１９７４）������５２�５４�　修正４条で保障されるべき利益として，「行動のプライ
バシー���������	
������
��」と「場所のプライバシー���������	
������」の双方を
掲げる。前者は人が行動することについての情報の保護（会話を含む），後者は空
間としての場所の情報の保護（財物を含む）を差し，双方の保障が為されなけれ
ば個人の自律 ��������は保護されないと主張する。なお，「行動のプライバシー
��������	
������
��」について，他人の家に訪問している者のプライバシーを保護
する文脈でも再論し，議論の枠組みを維持している。����������	
��	
����������	
�
��������　��������	
������
����
���������	����������������１９９９�������������２５３
（１９９９）��
９７）　������������������（８２）������３０４は同意捜索において，一見財産権の考えを否定
したと思える判例であっても，連邦最高裁は財産権の考え方を採用している，と
いう。���������	��
����
	�������４１５������１６４（１９７４）���事案は以下。強盗罪の被疑事
実があった被疑者が賃借りしている自宅前の庭で捜査官に逮捕された。その後，
捜査官は戸口に向かい，被疑者の妻の同意を得て，住居内で彼らが賃借りしてい
る部分（住居建物の東部分）の捜索を行ない，強盗で奪われた金銭を発見した事
案。妻の同意の有効性が争われた。その中で，妻の同意権限の存在について，ホ
ワイト判事法廷意見は次の説明を付した。「（ここにいう）共有の権限とは，当然
第三者が有する財産権に限られない。第三者の同意を正当化する権限 ���������は

���（���）
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も，修正４条の文言が「所持品 �������」という言葉を用いている点から

すれば，マーシャルらの発想の方が合致しているとは言えそうである。

つまり，プライバシー権と財産権の二元的保障として修正４条をとらえ，

いずれか一方が制約されれば，修正４条が発動する，という見解である。

　�　「修正４条＝強制からの保護」論

　しかし，合衆国における学説上の議論では，「財産権」と「プライバ

シー権」の問題として修正４条をとらえること自体への懐疑も生じている。

　スタンツは，「プライバシー」という概念自体が修正４条の保障を形骸

化させているという認識を示して，「強制からの保護」こそが修正４条

の本旨であると主張する９８）。

　スタンツによれば，プライバシー権自体の問題として，�捜索の定義

を狭め，プレインヴュー法理を緩やかに許容し（プレインヴューにおい

ては，既に適法な立入りでプライバシーが開披されている以上，被侵害

利益としてのプライバシー権は存在しないため「捜索」に該当しないも

のとされる），�秘密が公共の場で開披されている場合に要保護性が低下

するとして修正４条の保障対象から除外し，�修正４条で押収も同様に

規定されており，財産や人身の自由が問題になりうるはずなのにプライ

バシー権の問題に重心が行ってしまい財産や人身が充分に保護されない，

とする。確かに，「プライバシーの合理的期待」論の登場後，財産権保障

の側面が弱くなったことは，先にレーンキストらの発想を確認した通り

―　　―���

�
　…財産法上の利益によるのではなく，むしろ日頃から多くの場合に使用支配して
いる者の共同使用（状態）によって決まる」（強調部筆者）。これについて，「日頃
から使用支配」というのは実質的には財産権の有無を認定する用語法と同じだと
いう。
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であり，スタンツの指摘にももっともな点があるだろう。

　スタンツの歴史認識によれば９９），ボイド判決以降，純粋証拠法則が採

用され，捜索押収の対象を限定することで，実体的権利としての財産権

を絶対的に保障する考え方が採用された。しかし，純粋証拠法則の緩和，

放棄を通じて実体的権利としての財産権保障から，プライバシー権保護

へと移行した。その結果，何が起きたかといえば，「プライバシーの合理

的期待」論は「政府の任務遂行の利益」対「個人の利益」という相対的

な利益衡量の手法をもたらし，しかも前者が優位に判断されるようになっ

てしまった。この指摘は，ここまで本稿で行ってきた実体的権利の分析

と軌を一にする。

　しかし，スタンツはここで，プライバシー権の保障に加えて，財産権

保障にも回帰するという方向性を目指さない。そもそもプライバシー権

に問題が内在する以上，単純に財産権保障を加重すれば足りるとは考え

ないのである。スタンツによれば，それは「強制からの自由」の保障と

いう側面をプライバシー権や財産権では拾いきれないからだという。

　第一に，路上での捜検行為の場合，一般市民にとってはポケット内を

調べられることよりも，それに伴う強制力行使及びスティグマ付与の方

に利益侵害性を感じるはずである。路上で捜索への同意を求められたと

き，断れる市民はなかなかいない１００）。

―　　―���
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�������������������������	
�������
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��������
���������１０５�
�����������３９３（１９９５）��

１００）　スタンツはここで ��������	
����
����５００������２４８（１９９１）を挙げて検討を加え
ている。本件では被告人の自動車に薬物を隠していると睨んだ捜査官が交通法違
反の微罪で停車させ，薬物の捜索に関する自動車捜索の同意を求めた。被告人は
同意したが，捜査官は車内の椅子の下にあった封緘物の封を開けて中を調べた。
そのため，公判では封緘物の開披まで被告人の同意に含まれていたかが争われた。
しかし，スタンツは一般人であれば，そんなことよりも，武装した捜査官の前で
被疑事実を告知されれば，捜索について任意に同意できなるはずはなく，むしろ
捜査官の強制的な接し方を問題とすべきだという。������（１９９５）�������������（９８）���
���１０６３�１０６５�

���（���）
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　しかし，捜検について判示したテリー判決１０１）でもほとんど強制力行使

の形態について修正４条との関係で検討されていない。捜検への着手要

件とされた「合理的な嫌疑 ����������	�
���
���」もポケットへのプライ

バシー侵害の可否に関する要件に過ぎず，強制的な手段の行使の適切性

について判示していない，という。

　第二に，住居内捜索についても同じ問題があるという。連邦最高裁に

おいて次のような事案があった。被疑者が潜伏中として，被疑者の親族

宅に無令状で立ち入った警察官の行為について，被疑者捜索のために親

族に暴行をはたらいた点を争点として取り上げず，プライバシー侵害の

問題として住居への立入りの相当な理由 ���������	�
��と緊急事態の存

否を判断するのみであった１０２）。これも「強制からの自由」という発想が

連邦最高裁に欠如していることに起因するという１０３）。

　以上のような問題から，修正４条では，プライバシー権ではなく「強

制からの自由」を問題とすべきだという１０４）。令状主義も，もともと「強

制からの自由」を保障するために設けられたものであり，令状は強制力

行使の抑止に役立つ，と指摘する１０５）。

　このようなスタンツの主張に対しては，批判がある。�スタンツが求

めるところの，捜査官による強制的行為からの保護は，捜査官に「合理

的な」行動を求める中で修正４条において考慮されており，判例中に「合

理性」という言葉を通じて強制力行使の適正性も問うものはある，�強

制からの保護が必要であるとしても，それがプライバシーを保護する必

要性を失わしめるものではなく，プライバシー権を保障することは別途

―　　―���

１０１）　�����������	
��３９２������１（１９６７）��
１０２）　���������	
�����
������４８３������６３５（１９８７）��
１０３）　以上のようなスタンツの批判を概ね支持する論稿として，�������������	
��
�
��������	��������	�
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�����
�����������	�
��９３���������������１０７９（１９９５）��

１０４）　������������������（９９）は歴史的にも本来は捜査官の誤った行為を政府が規制
しようとしてきたことを論証しようとする。

１０５）　�����������	
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（１９９１）��
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必要なはずである，というものである１０６）。

　以上のようなスタンツの見解は人身の自由を修正４条で保障すべきと

いう考えに近いように思われる。修正４条の「�������」には人身の確保

（身体拘束）の意味も含まれているため，プライバシー権を保護利益とす

ることへの問題意識が顕著になったのではなかろうか（日本では逮捕と

捜索押収はそれぞれ３３条，３５条に分けて規定されている）。

　もっとも，スタンツの見解は人身の自由に尽きるものではない。捜索

押収の執行方法の適正性が充分に規制されていないのではないか，とい

う問題意識も存在している。これはいわば，修正４条の手続的権利保障

の側面を突いている指摘であるように思われる。スタンツ以前の議論は，

専ら修正４条において保障されるべき実体的権利の内容をめぐるもので

あった。しかし，スタンツの問題意識の大半は，手続執行の場面におけ

る強制力行使の在り方（暴行をしないか否かなど）である。プライバシー

権保障という立論を放棄して，「強制からの自由」つまり手続執行の適正

性保障へとシフトしようとするスタンツの発想は，修正４条を手続的権

利保障に一元化することで，捜索押収手続における暴行など違法な強制

力行使を抑止することを戦略的に狙っているものと言えよう。

　しかし，そうであるとしても，イーガーが「強制からの保護が必要で

あるとしても，それがプライバシーを保護する必要性を失わしめるもの

ではなく，プライバシー権を保障することは別途必要なはず」としてい

る点に説得力があるように思われる。つまり，イーガーの主張には，ス

タンツの主張するように手続的権利に一元化する必要はない，手続的権

利と実体的権利の双方を保障するものとすれば良い，という発想が根底

に伏在しているのではあるまいか。

　スタンツの問題提起は，合衆国版の「手続的権利保障説」であるよう

に思われる。
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　以上の検討の中で，合衆国の修正４条をめぐる議論は，基本的に実体的

権利が保障されるとした上で，何が権利として保障されるべきかという問

題意識によるものであった。つまり，修正４条が権利創設規定であること

を自明として扱う傾向にあったと思われる。

　グリズウォルド判決で示されたように，合衆国が修正１４条（���������		�

������）でも財産権・プライバシー権を保障しているとされているにも関

わらず，修正４条でも同じく実体的権利を創設 ������していると考えてい

るのである。

　しかし，保障内容として「プライバシーの合理的期待」という利益が存

在することは定着したものの，その内容をめぐっては深刻な対立を残した。

レーンキストらの発想と，マーシャルらの発想の問題である。レーンキス

トらは，「プライバシーの合理的期待」の中に財産権を組み込み，プライバ

シー権の範囲を限定する概念として財産権を用い，修正４条の権利性を狭

めた。他方で，マーシャルらは，財産権とプライバシー権を並列的に，い

ずれも権利として修正４条において保障されるものとして位置付け，修正

４条の保障範囲を広げたのである。この対立は，無令状捜索押収の各論に

おいても，顔を覗かせることになる（詳細は別稿に譲る）。また，スタン

ツのように，手続きの執行場面での適正性を修正４条の保障すべき内容と

して主張する見解を確認した。（つづく）
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